
　（３）特殊勤務手当（平成17年４月１日現在）

　（４）時間外勤務手当

309
44,183

千円

5

254
36,634千円

千円
千円

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

支給実績（16年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（15年度決算）
支給実績（15年度決算）
職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）
職員全体に占める手当支給職員の割合（16年度）

451 千円
0.6 ％

全職種区 分
支出実績（16年度決算） 千円451

火葬手当 常時火葬作業に従事する職員 火葬作業 月額35,000円
葬儀自動車運転手当 常時葬儀自動車の運転業務に従事する職員 葬儀自動車の運転業務 月額25,000円
犬・猫等死体取扱手当 犬・猫等死体取扱作業に従事する職員 死体取扱作業 １回   300円
死体取扱手当 行路病死人等の死体取扱作業に従事する職員 死体取扱作業 １回1,000円
感染症防疫作業手当 感染症防疫作業に従事する職員 感染症患者の救護等 日額1,000円

主な支給対象職員手当の名称

　（５）その他の手当（平成17年４月１日現在）
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支給職員１人当たり
平 均 支 給 年 額
（１ ６年 度決 算）

同じ 千円

同じ
自宅に係る手当

月額2,500円　新築または購入後５年間支給

　月額12,000円を超える家賃を負担している
千円155千円3,869

千円54千円7,198
2km以上（片道）使用者に距離に対応して支給
月額2,000円（2km以上5km未満）～24,500円（60km以上）

扶養手当

月額　 6,000円

16歳から22歳の子
その他の親族
職員に配偶者のない場合、扶養親族のうち１人

（ただし、扶養手当の支給対象にならない配偶者がある場合、扶養親族のうち１人6,500円）
配偶者以外の扶養親族のうち２人まで

　運賃相当額

区 分

給
料

報
酬

議 長
副 議 長
議 員

５特別職の報酬等の状況（平成17年４月１日現在）

225
月額　11,000円

交通機関等利用者

1人につき5,000円加算
月額　 5,000円

16,875千円

借家・借間に係る手当

　 職員に対して家賃額に対応して支給

同じ通勤手当 自動車等使用者

月額　13,500円
異なる内容との異同

内容及び支給単価

配偶者

国の制度と

住居手当 月額27,000円以内

最高支給額55,000円

（16年度決算）
支給実績国の制度

手当名

300,000
260,000
240,000

（17年度支給割合）

（17年度支給割合）

4.4月分

退職時
退職時給料月額×在職期間１年につき100分の270 退職時

（支給時期）（算出方式）
退職時給料月額×在職期間１年につき100分の500 退職時
退職時給料月額×在職期間１年につき100分の300

　（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（注）

　（２）年齢別職員構成の状況（平成17年４月１日現在）

　（３）定員適正化計画の数値目標及び進歩状況

漓定員適正化目標（数・率）

滷定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

注）平成14年度に教育委員会の幹事町が岐南町へ移ったことによる減員数（13人）を含む。
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２　〔　　　〕内は、条例定数の合計である。
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